
廿日市市宮島歴史民俗資料館キャッシュレス決済導入等業務　公募型プロポ

ーザル実施要領 

 

１　目的 

　廿日市市宮島歴史民俗資料館（以下「資料館」という。）における入館料及び文化財関

係書籍等の売払収入（以下「入館料等」という。）の納付方法については、現金のみの対

応となっている。 

キャッシュレス決済サービスの多様化や浸透、増加する外国人観光客に対応するため、

資料館におけるキャッシュレス決済環境を整備することにより、来館者の利便性の向上

を図るとともに、入館料等の収納に係る業務の効率化に資することを目的とする。 

この実施要領は、廿日市市宮島歴史民俗資料館キャッシュレス決済導入等業務（以下

「本業務」という。）について、公募型プロポーザル方式により、契約締結候補者を選定

するために、必要な事項を定めるものである。 

なお、本業務の委託に当たっては、受託者を地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

231 条の２の３第１項に規定する指定納付受託者として指定する。 

 

２　業務概要 

(1)　業務名 

廿日市市宮島歴史民俗資料館キャッシュレス決済導入等業務 

(2)　業務の内容 

別紙「仕様書イメージ」のとおり 

なお、本事業は、地域未来交付金（デジタル実装型）対象事業であり、次のＫＰＩ

を設定している。契約締結候補者は、各指標に対する結果情報について協力すること。 

アウトプット指標：キャッシュレス決済利用率 

アウトカム指標：キャッシュレス決済導入により施設の利便性向上を実感するもの

の割合 

(3)　履行期間 

導入作業　契約締結の日から令和９年３月３１日まで 

運用開始　令和９年１月中旬を予定 

運用保守、指定納付受託業務　運用開始から３年間 

※　運用については、地方自治法第 234 条の３の規定に基づく長期継続契約を予定し

ており、翌年度以降において歳出予算の当該金額について、減額又は削除があった

場合には、契約を変更し、又は解除することがある。 

(4)　契約の締結方法 

プロポーザルにより選定した契約締結候補者を相手方として協議を行い、契約を締

結する。 



(5)　提案見積上限額 

２，１１０，０００円(消費税相当額及び地方消費税相当額を含む。)を上限とし、

決済手数料は含まない。 

なお、提案見積上限額を超える提案を行った場合は、失格とする。 

 

３　参加条件 

　本プロポーザルに参加できる者は、次の条件を全て満たす者とする。 

　なお、複数事業者が連携する場合は、構成員全員が次の条件を全て満たすこと。また、

グループの構成員となった場合は、別に単独で参加すること及び本プロポーザルにおけ

る他のグループの構成員になることはできないものとする。 

(1)　参加者の資格 

ア　令和８・９年度競争入札参加資格者名簿(物品の販売、製造請負、買受け及び役務 

提供等)に登録されていること(廿日市市指名除外措置の期間中である者を除く。)。

又は、当該名簿に登録されていない場合は、「７(3) 提出書類」に示す書類を遅滞な

く提出すること。 

イ　「７(3) 提出書類」に示す書類により、本実施要領及び仕様書イメージの内容を

十分に遂行できると認められる者であること。 

ウ　市との協議・調整に十分な能力を有し、契約及び本業務の実施、諸条件の変更等

について柔軟な対応ができる者であること。 

(2)　参加者の制限 

次の条件を全て満たす者とする。なお、複数事業者が連携する場合は、グループ全

員が次の条件を全て満たすこと。 

ア　地方自治法施行令(昭和 22 年政令第 16 号)第 167 条の４第１項の規定のいずれに

も該当しない者であること。 

イ　参加申込日において、地方自治法施行令第 167 条の４第２項の規定により競争入 

札への参加を排除されていない者であること。 

ウ　会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づく更生手続開始の申立て、民事再生 

法(平成 11 年法律第 225 号)に基づく再生手続開始の申立て、破産法(平成 16 年法 

律第 75 号)の規定に基づく破産手続開始の申立てがなされていないこと。 

エ　銀行取引停止処分を受けていない者であること。 

オ　事業者及びその代表者が直近１年間の国税及び地方税を滞納していないこと。 

カ　政治団体(政治資金規正法第３条の規定によるもの)及び宗教団体(宗教法人法第 

２条の規定によるもの)でないこと。 

キ 廿日市市暴力団排除条例(平成 24 年条例第２号)第２条第２号に規定する暴力団員 

又は同条第３号に規定する暴力団員等でないこと。 

ク 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律(平成 11 年法律第 147 号) 



に基づく処分の対象となっている団体及びその構成員でないこと。 

 

４　選定スケジュール(予定) 

　※　現時点での予定であり、変更する場合は、別途連絡（公表）する。 

 

５　実施要領等の公表 

(1)　公表開始日 

令和８年７月 13 日（月） 

(2)　公表方法 

本市ホームページに掲載する。 

https://www.city.hatsukaichi.hiroshima.jp 

 

６　実施要領等に関する質問の受付及び回答 

(1)　提出期限 

令和８年７月 21 日(火)午後３時まで 

(2)　提出方法 

質問書（様式１）を 13 の応募及び各種手続きの窓口へ電子メールで送信すること。 

その際、電子メールの件名は、「【事業者名】廿日市市宮島歴史民俗資料館キャッシ

ュレス決済導入等業務質問書」とすること。 

なお、受信確認のため、送信した際は電話でその旨を連絡すること。 

(3)　質問に対する回答 

質問に対する回答を集約し、質問者名を伏せて、令和８年７月 28 日（火）までに本

市ホームページに掲載する。 

(4)　その他 

ア　質問及び質問に対する回答は、実施要領等の追補とみなす。 

イ　質問の内容に事業者名を特定できる記載があるときは、回答しない。 

 

７　企画提案書等の提出 

 項目 日程

 実施要領等の公表 令和８年７月 13 日（月）

 質問書の提出期限 令和８年７月 21 日（火）午後３時まで

 質問書に対する回答 令和８年７月 28 日（火）

 企画提案書等の提出期限 令和８年８月 14 日（金）午後３時まで

 審査結果の通知・公表 令和８年８月 21 日（金）

 詳細協議・契約の締結 令和８年８月末



(1)　提出期限 

　令和８年８月 14 日（金）午後３時まで 

(2)　提出方法 

13 の応募及び各種手続きの窓口へ電子メールで提出すること。 

提出ファイルの容量は、原則として１０ＭＢ以内とする。 

電子メール送信後、本市から受領確認の返信がない場合は、必ず 13 の応募及び各種

手続きの窓口へ問い合わせること。 

(3)　提出書類 

　参加者は、次の書類を提出すること。 

ア　参加申込書兼誓約書（様式２） 

イ　企画提案書（様式３） 

　Ａ４とし、表紙を含め 20 ページ以内で簡潔にまとめること。文字サイズは 11 ポ

イント以上とすること。ただし、図表中に使用する文字はこの限りではない。仕様

書イメージを基本とするが、その他の提案も可能とする。 

ウ　見積書（様式４） 

エ　業務実績書（様式５） 

オ　印鑑証明書　 

カ　廿日市市発行の滞納のない証明書 

キ　消費税及び地方消費税の納税証明書 

ク　法人の登記事項証明書又は登記簿謄本 

※　オからクまでについては、令和８・９年度競争入札参加資格者名簿（物品の販

売、製造請負、買受け及び役務提供等）に登録されていない場合　 

(4)　提案の取り下げ等 

ア　提案書の再提出 

企画提案書の再提出は、上記(1)の期限内に限り認める。ただし、部分的な差し替

えは認めない。 

イ　提案を取り下げる場合 

提案を取り下げる場合は、参加辞退届(様式６)を提出するものとする。 

(5)　企画提案書等の取扱い 

ア　提出書類は、再提出があった場合を除き、参加辞退届が提出された場合であって 

も、返却しない。 

イ　提出書類は、提出した者に無断で本プロポーザル以外の用に使用しない。 

ウ　記載内容の追加及び変更は、原則として認めない。 

 

８　ヒアリングの実施 

提案者から提出された提案書類等をもとに、実施要領等において定めた資格・要件が



備わっているかどうかを審査する。必要に応じて提案内容に関するヒアリングを実施す

る。 

 

９　提案の審査及び契約締結候補者の決定 

(1)　審査の方法 

審査は、本市教育部文化財課において、評価項目に基づいて企画提案書の内容を審

査し、参加者ごとの評価点を算出する。 

(2)　評価項目及び評価基準 

※　評価点　１人当たりの持ち点 

(3)　契約締結候補者の決定方法 

総合評価点が最も高い者を契約締結候補者とする。なお、総合評価点が同点の場合

は、くじによって決定する。 

(4)　審査結果の通知等 

審査結果は、全ての参加者に書面にて通知する。 

 評価項目 評価の視点 評価点

 利用者の利便性 ・機器、キャッシュレス決済の取扱ブランド等は、

利用者（インバウンドを含む。）の利便性が向上

するものか。

１０

 決済端末機等の機能 ・機能や操作性が優れているか。 

・事務負担の軽減など、事務処理の効率化が図ら

れるか。

１０

 情報セキュリティ、

法令遵守等

・情報セキュリティ及び個人情報保護等に対する

対策は十分か。 

・法令遵守に対する姿勢

１０

 サポート体制等 ・導入まで及び導入後のサポート体制が適切かつ

十分であるか。 

・トラブル発生時のサポート体制は、十分か。

１０

 見積額 ・導入までに係る費用 

・運用経費 

評価点×応募者内での最低提案見積額／提案見積額

４０

 業務実績 ・類似業務の実績があり、本事業を確実に履行で

きるか。

１０

 独自の提案 ・利用者の利便性向上及び職員の事務負担軽減に

寄与する独自の提案があるか。

１０

 合計点 １００



また、審査結果の公表は、契約締結候補者の名称、提案事業者数、全参加者の総合

評価点（契約締結候補者以外の参加者の名称は不開示として公表）について、本市ホ

ームページにおいて公表する。 

(5)　その他 

ア　企画提案書を提出した者が１者のみの場合でも、企画提案書の審査を実施する。 

イ　審査の経過に対する問い合わせには応じない。 

ウ　選定結果についての不服及び異議申し立ては認めない。 

エ　必要に応じて提案内容に関するヒアリングを実施する。 

 

10　契約の締結 

契約締結候補者に選定された事業者と提出された企画提案書を基に協議を行い、協議

が整った場合に、契約を締結する。 

また、協議が整わない場合にあっては、次順位の者と協議の上、契約を締結すること

がある。 

 

11　参加者の失格 

参加者が次のいずれかに該当する場合は、失格とする。 

(1)　「３参加条件」に掲げる参加資格を満たしていない者 

(2)　企画提案書を提出期限までに提出しなかった者 

(3)　提出書類に虚偽の記載をした者 

(4)　正当な理由なくヒアリングに応じなかった者 

(5)　その他このプロポーザルの条件に違反した者 

 

12　その他 

(1)　企画提案書の作成等、このプロポーザルの参加に関する費用は、参加者の負担とす

る。 

(2)　契約締結候補者の決定後、契約締結までの間に、契約締結候補者がこのプロポーザ

ルの参加要件を満たさなくなった場合は、契約を締結しないことがある。 

(3)　このプロポーザルにおいて使用する言語は、日本語、通貨単位は円とする。 

(4)　提出書類の著作権は参加者に帰属する。ただし、審査に必要な範囲において無償で

複製することができるものとし、契約締結後に、公平性、透明性及び客観性を期する

ため公表することがある。 

(5)　提出書類について情報公開請求があった場合は、廿日市市情報公開条例（平成 12 年

条例第１号）に基づき、公開する場合がある。 

(6)　参加者は、応募に当たって知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。また、こ

のプロポーザルにおいて本市が提供する資料は、このプロポーザルの目的以外で使用



することはできない。 

(7)　契約締結後においても、事業者がこのプロポーザルにおいて失格事項に該当してい 

たことが明らかとなった場合は、本市は契約を解除することができる。 

(8)　業務の契約締結までの準備にかかる経費については契約締結候補者の負担とする。 

 

13　応募及び各種手続きの窓口 

廿日市市宮島歴史民俗資料館（担当者：和田） 

所在地　〒739-0533 広島県廿日市市宮島町 57 番地 

電　話　 (0829)44-2019 

電子メール 　m-rekimin@city.hatsukaichi.lg.jp


